
第10回定時株主総会招集ご通知

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

第10期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）

株式会社ＡＭＢＩＴＩＯＮ

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　４社

・主要な連結子会社の名称　　　株式会社アンビション・ルームピア

株式会社ＶＡＬＯＲ

株式会社ＡＤＡＭ

AMBITION VIETNAM CO.,LTD

このうち、株式会社ADAMについては、当連結会計

年度において新たに設立したことにより、また、

AMBITION VIETNAM CO.,LTDについては、重要性が

増したことによりそれぞれ当連結会計年度から連

結子会社に含めております。

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　株式会社ホープ少額短期準備会社

株式会社ルームギャランティ

・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、各社の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計

算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範

囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

　①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

　　　該当事項はございません。

　②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　株式会社ホープ少額短期準備会社

株式会社ルームギャランティ

・持分法を適用しない理由　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法を適用しておりません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・関係会社株式

　　移動平均法による原価法

・その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 　　　　　 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　　　　　　　　　 終仕入原価法

・販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物は定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　５年～39年

その他　　　　　　　２年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。
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④　のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、個別案件毎に判断し、10年間の定額法により償却を行

っております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　　　イ．重要な繰延資産の処理方法

　　　　社債発行費

　　社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対

　象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はございません。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

定期預金 20,000千円

販売用不動産 354,977千円

建物及び構築物 83,520千円

土地 238,277千円

計 696,775千円

（注）債務の担保に供している資産は上記のほか、連結上消去されている子会社株式があ
ります。

②　担保に係る債務

短期借入金 300,500千円

１年内返済予定の長期借入金 62,077千円

１年内償還予定の社債 14,000千円

社債 72,000千円

長期借入金 247,138千円

　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　695,715千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 65,736千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,402,200株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年９月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 30,200 10 平成28年６月30日 平成28年９月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

１ 株 当 た
り 配 当 額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成29年９月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 33,572 10 平成29年６月30日 平成29年９月29日

  (3) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の

数

普通株式 140,000株
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発

行）を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しており

ます。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　  営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されています。

　　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式及び債券であり、市場価

格等の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されています。

　　差入保証金は、差入先の信用リスクに晒されています。

　　営業債務である営業未払金、未払金及び未払費用は、そのほとんどが１ヶ月以内の

支払期日であります。

　　営業預り金は、入居者から物件保有者の代理としてお預りした家賃及び敷金等であ

り、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　　預り保証金は、入居者からお預りした敷金であり、入居者ごとに残高を管理してお

ります。

　　借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日

は 長で決算日後７年であります。このうち一部は、金利変動による市場価格等の変

動リスクに晒されています。

　　ファイナンスリース取引に係るリース債務は、契約時に支払額が確定しており、金

利変動リスクはありません。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権に係る信用リスクは、所管部署が相手先の状況をモニタリングすることで

リスク低減を図っております。また、差入保証金については、新規差入時に相手先の

信用状態を十分検証するとともに、所管部署が相手先の状況をモニタリングし、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ．市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況

を継続的に見直すことでリスクを管理しております。

　借入金及び社債については、定期的に市場変動状況を確認し、金利状況を把握する

ことでリスクを管理しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　営業債務や借入金及び社債については、流動性リスクに晒されておりますが、当社

では月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

ニ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織
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り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ

とがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 2,314,090千円 2,314,090千円 －千円

(2) 営 業 未 収 入 金 175,702 175,702 －

(3) 投 資 有 価 証 券

　 その他有価証券 27,096 27,096 －

資 産 計 2,516,889 2,516,889 －

(1) 営 業 未 払 金 61,231 61,231 －

(2) 短 期 借 入 金 516,370 516,370 －

(3) 未 払 金 84,023 84,023 －

(4) 未 払 費 用 122,121 122,121 －

(5) 営 業 預 り 金 126,009 126,009 －

(6)
社債（１年内償還予定
の社債含む)

200,800 201,550 750

(7)
長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金
含む）

681,800 681,977 177

(8)
長期リース債務（１年
内返済予定の長期リ
ー ス 債 務 含 む ）

5,517 5,528 11

負 債 計 1,797,873 1,798,813 939

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金　(2)営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　 (3)投資有価証券

　これらについては、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格

によっております。
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負　債

(1)営業未払金　(2)短期借入金　(3)未払金　(4)未払費用　(5)営業預り金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。

(6)社債(１年内償還予定の社債含む)　(7)長期借入金（1年内返済予定の長期

借入金含む）(8)長期リース債務（１年内返済予定の長期リース債務含む）

　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等

適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により

算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 45,545

非連結子会社株式 51,000

差入保証金 199,185

長期預り保証金 347,871

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記表に含めて

おりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 2,314,090 － － －

営業未収入金 175,702 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち満期が

あるもの

－ － 20,000 －

合計 2,489,793 － 20,000 －
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４．短期借入金、社債、長期借入金及び長期リース債務の連結決算日後の返済予

定額

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 516,370 － － － － －

社債 33,600 33,600 33,600 33,600 35,400 31,000

長期借入金 190,597 123,506 79,084 57,254 205,307 26,052

長期リース債務 1,638 1,638 1,638 603 － －

合計 742,205 158,744 114,322 91,457 240,707 57,052

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、居住用の賃貸等不

動産（土地を含む。）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

156,502千円 186,965千円 343,468千円 471,181千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

２．当連結会計年度末の時価は、適切な市場価格を反映していると考えられる指標

等を用いて自社で算定した金額であります。
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（短期）

未払事業税 3,485千円

貸倒引当金繰入超過額 10,910千円

未払費用 17,758千円

外形標準課税 3,180千円

その他 252千円

繰延税金資産（短期）合計 35,587千円

繰延税金資産（長期）

投資有価証券評価損 8,825千円

貸倒引当金繰入超過額 13,297千円

未払家賃 2,032千円

繰越欠損金 7,529千円

その他 533千円

繰延税金資産（長期）小計 32,219千円

　評価性引当金 △16,355千円

繰延税金資産（長期）合計 15,863千円

繰延税金資産合計 51,450千円

繰延税金負債（長期）

その他有価証券評価差額金 △348千円

繰延税金負債（長期）合計 △348千円

繰延税金資産の純額 51,102千円

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 377円37銭

(2) １株当たり当期純利益 49円21銭

　　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　　 　親会社株主に帰属する当期純利益　　　　　　　　　148,828千円

　　　　　 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　　　 －千円

　　　　　 普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益　　148,828千円

　　　　　 普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　　　3,024,619株
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９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はございません。

10．追加情報

（資産保有目的の変更）

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したこ

とに伴い、賃貸等不動産1,021,252千円を販売用不動産に振り替えております。

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成

28年3月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　・子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

　・その他有価証券

　　時価のあるもの            決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　　時価のないもの            移動平均法による原価法

②　たな卸資産

・貯蔵品                      終仕入原価法

・販売用不動産　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法

によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　５年～39年

その他　　　　　　　２年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

－ 12 －

個別注記表



(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　①重要な繰延資産の処理方法

　社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却してお

ります。

　　②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消

費税は、当事業年度の費用として処理しておりま

す。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はございません。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

定期預金 20,000千円

販売用不動産 354,977千円

建物 83,520千円

土地 238,277千円

関係会社株式 182,680千円

計 879,455千円

②　担保に係る債務

短期借入金 300,500千円

１年内返済予定の長期借入金 83,497千円

１年内償還予定の社債 14,000千円

社債 72,000千円

長期借入金 332,878千円

計 802,875千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 27,941千円

(3) 保証債務

　他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

　　　株式会社ＶＡＬＯＲ　　　　　　　　　　　　　　　　　23,400千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 19,578千円

②　短期金銭債務 21,788千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 33,487千円

売上原価 206,412千円

営業取引以外の取引高 21,490千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 45,000株
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（短期）

未払事業税 2,047千円

外形標準課税 3,180千円

貸倒引当金繰入超過額 10,910千円

未払費用 6,077千円

繰延税金資産（短期）合計 22,216千円

繰延税金資産（長期）

貸倒引当金繰入超過額 13,297千円

投資有価証券評価損 8,825千円

未払家賃 2,032千円

その他 533千円

繰延税金資産（長期）小計 24,689千円

　評価性引当金 △8,825千円

繰延税金資産（長期）合計 15,863千円

繰延税金資産合計 38,079千円

繰延税金負債（長期）

その他有価証券評価差額金 △348千円

繰延税金負債（長期）合計 △348千円

繰延税金資産の純額 37,731千円

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社等

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 351円86銭

(2) １株当たり当期純利益 46円14銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　　当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　 139,541千円

　　　　普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　－千円

　　　　普通株式に係る当期純利益　　　　　　　　　 139,541千円

　　　　普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　 3,024,619株

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はございません。

10．追加情報

（資産保有目的の変更）

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更した

ことに伴い、賃貸等不動産1,021,252千円を販売用不動産に振り替えております。

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

　　平成28年3月28日）を当事業年度から適用しております。
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